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+再エネ系統連系問題の最適解を解く
2

経済・政策技術

局所解

局所解
最適解

単一分野だけの議論で
は最適解に至らない。
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+なぜ世界中で再生可能エネルギーが
促進されるのか？

n費用便益比が大きいから。
nかけたコスト(費用)よりも市民にもたらされる
リターン(便益)が大きい。

nコストはそれなりにかかる。コストが高いからといって
投資を控えると、便益が得られない。

n外部コストが一番低い電源だから
n外部コストはゼロではない (騒音・景観影響 etc.)
n外部コストがゼロではないからと言って排除すると、更に
外部コストの高い電源を選択しなければならなくなる。

日本では定量的議論
がまだまだ少ない
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+外部性 externality

n外部性
nある経済主体の経済活動が他の消費者の効用や
他の生産者の生産水準に影響を与える性質

n外部不経済
n健康被害、気候変動（異常気象による災害多発）など
n本来カウントされるべき費用がカウントされないと、
資源配分に歪みが生じる。

n経済厚生の損失が発生。
n外部費用の発生（別名、隠れたコスト hidden cost）
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+外部コストの研究
nExternE – External Costs of Energy

nEUの(旧)教育研究開発総局
の大型プロジェクト

n1990年代～2005年
nhttp://www.externe.info/

nNational Research Council: 
“Hidden Costs of Energy: 
Unpriced Consequences of Energy 
Production and Use”, The National 
Academies Press. (2010)
n全米研究評議会のプロジェクト
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Summaries Technical Summary

Of the other RE technologies that are not yet broadly competitive, many 
can provide competitive energy services in certain circumstances. In 
most regions of the world, however, policy measures are still required 
to facilitate an increasing deployment of RE. [11.1, 10.5] 

Climate policies (carbon taxes, emissions trading or regulatory poli-
cies) decrease the relative costs of low-carbon technologies compared 
to carbon-intensive technologies. It is questionable, however, whether 
climate policies (e.g., carbon pricing) alone are capable of promoting RE 
at suffi cient levels to meet the broader environmental, economic and 
social objectives related to RE. [11.1.1]

Two separate market failures create the rationale for the additional 
support of innovative RE technologies that have high potential for 
technological development, even if an emission market (or GHG pricing 
policy in general) exists. The fi rst market failure refers to the external 
cost of GHG emissions. The second market failure is in the fi eld of inno-
vation: if fi rms underestimate the future benefi ts of investments into 
learning RE technologies or if they cannot appropriate these benefi ts, 
they will invest less than is optimal from a macroeconomic perspec-
tive. In addition to GHG pricing policies, RE-specifi c policies may be 

appropriate from an economic point of view if the related opportuni-
ties for technological development are to be addressed (or if the goals 
beyond climate change mitigation are pursued). Potentially adverse 
consequences such as lock-in, carbon leakage and rebound effects 
should be taken into account in the design of a portfolio of policies. 
[11.1.1, 11.5.7.3] 

11.1.2  Policy timing and strength

The timing, strength and level of coordination of R&D versus deployment 
policies have implications for the effi ciency and effectiveness of the poli-
cies, and for the total cost to society in three main ways: 1) whether a 
country promotes RE immediately or waits until costs have declined fur-
ther; 2) once a country has decided to support RE, the timing, strength 
and coordination of when R&D policies give way to deployment policies; 
and 3) the cost and benefi t of accelerated versus slower ‘market demand’ 
policy implementation. With regard to the fi rst, in order to achieve full 
competitiveness with fossil fuel technologies, signifi cant upfront invest-
ments in RE will be required until the break-even point is achieved. 
When those investments should be made depends on the goal. If the 
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Figure TS.10.15 | Illustration of external costs due to the lifecycle of electricity production based on RE and fossil energy. Note the logarithmic scale of the fi gure. The black lines 
indicate the range of the external cost due to climate change and the red lines indicate the range of the external costs due to air pollutant health effects. External costs due to climate 
change mainly dominate in fossil energy if not equipped with CCS. Comb.C: Combined Cycle; Postcom: Post-Combustion;�K: effi ciency factor. The results are based on four studies 
having different assumptions (A–D). The uncertainty for the external costs of health impacts is assumed to be a factor of three. [Figure 10.36]

各種電源の外部コスト 7

日本ではこの
ような研究自体
が少ない
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(出典) 気候変動に関する政府間パネル (IPCC) 第3作業部会: 
再生可能エネルギー源と気候変動緩和に関する特別報告書, 環境省(2012) 



+再生可能エネルギーの便益
n化石燃料の削減
n健康被害の抑制
n輸入依存度低減
n自然保護

nCO2削減
n異常気象の抑制
n生態系への影響

nその他
n雇用創出

（出典）IRENA: Remap 2016 (2016)

毎年約3千
億ドルの投
資が必要！

投資を惜しむと
毎年1.2～4.2兆
ドルの損害が

発生

8



+エネルギーの選択
n費用便益分析 (CBA) の必要性
n費用 (コスト) ＞ 便益 (ベネフィット) 
n推進すべきではない。
nコスト削減を努力する。

n費用 (コスト) ＜ 便益 (ベネフィット) 
nコストが高くても推進すべき。
nコストを支払う世代と便益を受け取る世代が
異なる場合、どう合意形成を図るか…？
（例: 公害問題、地球温暖化)

n費用便益の定量化が必要
n費用には隠れたコスト(外部コスト)も含めるべき。
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+再生可能エネルギーの意義

n新規技術：最初は高い → FIT等政策支援
n単なる「国民負担」ではない。
n次世代への富の再配分

n便益を生み出さない再エネは推進すべきでない。
n外部コストが大きな再エネは推進すべきではない。
n事故・故障
n環境影響
n住民とのトラブル

n地域経済に貢献しているか？
n雇用、土地利用、循環型地域経済
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+FITは国民負担？ 次世代への贈与？
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5.1.6 賦課金単価の推計結果と標準世帯への影響（2030年まで） 

2030年までの導入量に対する賦課金単価は、図 5-4に示すとおり 2030年時点で 1.18～
2.95円/kWhと見込まれた。ただし、これは 2030年まで固定価格買取制度が継続すること
が前提となっている。 
標準世帯（月の使用電力量が 300kWh）への影響は、図 5-5に示すとおり 353～886円/

月であり、現状の電力料金を前提とした場合、約 5～13％の増加となる。 
なお、2020年までの分析と同様、これらの推計には、RPS対象設備からの移行の影響は

含まれていない。本来回避可能費用単価に含まれるべき環境価値分については、感度分析に

て考慮する。 
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※2030年時点の年間の電力需要量は 8,500億 kWhと想定。 

図 5-4 2030年までの導入見込量に対する賦課金単価の推計 

353

603

886

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

20
12

20
14

20
16

20
18

20
20

20
22

20
24

20
26

20
28

20
30

20
32

20
34

20
36

20
38

20
40

20
42

20
44

20
46

20
48

円
/
月 低位

中位

高位

 
図 5-5 標準世帯の月あたり負担額推移 
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図 5-5 2030年までの導入量に対する負担金額合計 

 

 
図 5-6 2030年までの導入量に対する賦課金単価 

 

 
図 5-7 2030年までの導入量に対する世帯平均負担 

 
(3) 負担額の相殺に必要となる節電率 

賦課金単価が増加しても、省エネルギー・節電により電力消費量を減少させた需要家にと
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環境省: 平成26年度2050年再生可能エネル
ギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討
委託業務報告書 (2015)
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+政策の不調和に起因する問題
nFITは高くてけしからん！
n便益・外部コストの概念の欠落。
n本来、FIT買取価格は事業リスクとのバランスの問題。
n太陽光: リスク低だが買取価格高
風力: リスク高だが買取価格低

nこれ以上再エネが増えて電気代が高くなるのは
けしからん！ 貧困層や中小企業が困る。
n本来、貧困層対策・中小企業支援政策は別物。
他政策との不調和によるエネルギー政策へのしわ寄せ。

n電源が勝手に増えては困る！ 接続制限しないと！
n森林法・土地利用規制・ゾーニング政策の不在による
電源接続問題へのしわ寄せ。

太陽光への過度な集中
系統問題で更にリスク増

12
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+空容量ゼロの何が問題か？

n「再エネを主力電力に」のはずが、
入り口で入場制限？

n空容量ゼロの決定方法に
客観性・透明性はあるか？

nそもそも、なんのための入場制限か？
他の技術的・制度的解決手段はないのか？

nヒント：市場を通じた電力取引
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+本日の参考文献

nインプレスR&D
n送電線は
行列のできる
ガラガラの
そば屋さん？

n2018年2月23日発刊
n全国約400路線波形掲載
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+本日の参考文献２
n京都大学 再生可能エネルギー経済学講座コラム
http://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/occasionalpapers
n安田陽, 山家公雄: 送電線に
「空容量」は本当にないのか？
(‘17/10/2)

n安田陽: 送電線空容量に潜む
本質的な問題 (’17/10/26)

n安田陽: 送電線空容量問題、
その後の動向 (‘18/4/5)

n安田陽: 送電線空容量問題、その後のその後 (‘18/6/7)

n環境ビジネスオンライン
https://www.kankyo-business.jp/column/columnist/yoh-yasuda/
n安田陽: 送電線空容量問題を総括する (‘18/1/15)
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+送電線空容量問題小史
n2014年頃：ローカルな線路で空容量ゼロが

公表され始める
n2016年5月：東北北部３県全域が空容量ゼロに。
n2017年9月：東洋経済記事
n2017年10月：京大再エネ

講座コラム記事
n 同 ：各メディア報道
n2018年1月：京大再エネ

講座シンポジウム
n2018年3月：広域機関
プレスリリース（修正）
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+「空容量ゼロ」路線の実際の状況
19

北海道・日高幹線東北・十和田幹線
（出典）安田・山家: 北海道・東北地方の地内送電線利用率分析と

風力発電大量導入に向けた課題, 風力エネルギー利用シンポジウム (2017)

年間利用率: 2.0%
最大利用率: 8.5%

実際に送電混雑が
発生する路線も



+空容量はどのように決まるのか？

（出典）経済産業省資源エネルギー庁: スペシャルコンテンツ: 送電線「空き容量ゼロ」
は本当に「ゼロ」なのか？～再エネ大量導入に向けた取り組み, 2017年12月26日
http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/akiyouryou.html

わかりやすいが、
誤解を招きやすい説明
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2018年4月末
各電力会社公表値より



+空容量の考え方
n広域機関の連系線
での考え方
n運用容量検討会
nマージン検討会
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n地内送電線
n透明性はあるか？

安全性を見込んだ
「運用容量」



+運用容量の考え方
n広域機関の連系線での考え方
nただし、地内送電線での考え方は不明
n広域機関の地内送電線データでは
「熱容量」の記載しかない ⇒ 透明性の問題

22
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上限値の考え方
電力系統を安定的に運用するためには、熱容量等、同期安定性、電圧安定性、
周波数維持それぞれの制約要因を考慮する必要があり、４つの制約要因の限度
値のうち最も小さいものを連系線の運用容量としている。

１．運用容量の考え方

「連系線の運用容量」とは・・・
電力設備（送電線、変圧器、発電機等）に通常想定し得る故障が発生した場
合でも、電力系統の安定的な運用が可能となるよう、予め決めておく連系線の
潮流（電気の流れる量）の上限値のこと。

同期安定性の限度

熱容量等の限度

電圧安定性の限度

運用容量

時間（ｔ）

周波数維持の限度

連系線
の潮流
（ｋＷ）

（出典）電力広域的運営推進機関 運用容量検討会:「連系線の運用容量算出における
前提条件等について（案）（平成28～37年度）」, 第１回資料3, 2015年5月26日
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n空容量ゼロ率
n各エリアの基幹送電線数に対して
「空容量がゼロ」と公表された路線数の割合

（出典）安田:送電線空容量および利用率全国調査速報（その１）, 京大再エネ講座コラム (2018年1月26日)
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24全国送電線利用率比較

（出典）安田:送電線空容量および利用率全国調査速報（その１）, 京大再エネ講座コラム (2018年1月26日)



+空容量問題の根本原因
n 日本の場合
n変電所/送電線の空容量が不足

…と説明されるが…。
n「空き容量」は定格容量ベースで計算
n先着優先なので、従来型電源に有利

n欧州の場合
n「空き容量」は実潮流ベースで計算
n変電所/送電線の容量不足を理由に接続を拒否
してはならない。

n再エネ優先接続の徹底
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+空容量計算方法の疑問点

n全ての電源の定格出力にて算出
n全ての電源が最大出力になる確率は
一年で何回（何%）あるのか？

n基幹送電線１回線停止事故の発生確率は
一年で何回（何%）あるのか？

n上記２つの事象が同時に発生する確率は
一年で何回（何%）あるのか？

nこれほどの稀頻度事象のために、
新規電源のみが接続を制限されるのはなぜか？

26



+全ての電源が同時に最大出力になる
確率はほとんどない

5 

４．東北エリア 
4.1 最低負荷時供給力等と風力・太陽光出力 

2013 年度における最低負荷時供給力と需要

を図 14 に、需要電力と風力発電および太陽光

発電の出力を図 15,16,17 に、風力と太陽光の

相関を図 18 に示す。水力は、雪解け水の影響

により春の出力が高く、冬が低くなるが、最低

需要が最低負荷時供給力を上回っており、揚水

の池容量も多いことから大きな問題とはなら

ない。また、風力と太陽光との相関は、ドイツ

の場合と同様に、補完関係にある。 
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図 14 東北エリアの最低負荷時供給力と需要（2013 年度） 
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図 15 2013 年度の需要電力（最小 6.730GW） 
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図 16 2013 年度の風力発電出力（定格 0.484GW） 
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図 17 2013 年度の太陽光発電出力（定格 0..938GW） 
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図 18 2013 年度の風力と太陽光の相関（東北エリア） 

 

4.2 最大導入量算定結果と相関 

最大導入量算定結果を図 19 に示す。風力と

太陽光の導入量の相関は直線ではなく曲線と

なることが確認できた。これは風力と太陽光が

同時に高出力となることは稀であり、互いに出

力を補完する関係にあることに加えて、適用し

た出力抑制値演算方式により、風力と太陽光を

同時に抑制する時間が全体の約 13％と少ない

ことに起因している。 

¾ 出力抑制方式による差異： 

ケース①と②から、風力と太陽光の導入量

が同一の場合、時間単位の最大出力抑制方

式は、日単位の 24 時間連続抑制方式に比し

て最大導入量が、約 1.3 倍である。 

¾ 抑制対象外太陽光による差異： 

ケース②と③から、太陽光導入量が増える

に従い、抑制対象外太陽光（0.95GW）の比

率が少なくなるので、その影響は小さくな

り、太陽光導入量の差も少なくなる。 

¾ 出力予測システムの精度考慮による差異： 

ケース①～③は、出力予測システムの精度

が 100％(完全予測)の場合に該当するが、

ケース②と④から、④は②を原点方向に移

動したのと同等の特性で、風力と太陽光の

導入量が同一の場合、その差は約 1.2 倍で

あり、日単位の 24 時間連続抑制とも同等で

ある。 
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PV＝WT 系統WG

 
図 19  4 ケースの最大導入量算定結果（東北エリア） 

 

(出典) 相葉, 斉藤: 風力発電と太陽光発電 -出力抑制無補償期間内における最大導入量の相関-, 
風力発電協会誌 (2016) 
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+空容量問題の根本的原因
n実潮流ベースの議論になっているか？
n実潮流ベースでなく、定格容量の積み上げ
n停電対策が過剰設計である可能性
n設備が有効に利用されていない
n送電部門のスマート化 (ICT化) が遅れている？

n送電線の利用ルールは中立・公平か？
n単純に、運用方法が新規技術(再エネ)に未対応
n新規参入者にリスク転嫁 ⇒ 新技術の参入障壁
n電力市場取引が有効に利用されていない
n送電線は誰のものか？ ⇒ 発送電分離後の送電会社
のビジネスモデルに期待

28



+目次

n1. 再生可能エネルギーは何故世界中で
推進されているのか？

n2. 送電線空容量問題とは？

n3. 送電線空容量問題その後

n4. 未来に向けて何を議論すべきか？
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+広域機関の「誤解を招く数値」
30

14

� 広域機関システムにおいて公開している系統情報について、以下のとおり誤解を招く数値が
入力されている例があることを確認した。

9 熱容量が制約要因の場合は、N-1故障を考慮し、１回線熱容量を基本とした運用
容量であるべきところ、設備容量値（２回線熱容量）が入力されているものがあった。

9 ループで運用している系統は、ループを構成する送電線のフェンス運用容量で管理して
いるが、その運用容量が適切に反映されていないものがあった。

9 電圧安定性や同期安定性が制約要因であるにも関わらず、熱容量の限度値が入力
されているものがあった。

� 公開情報については、今回の結果も踏まえ適切な情報提供の方法について引き続き検討
していく。

広域機関が公開している系統情報について

（出典）電力広域的運用機関:「基幹送電線の利用率の考え方及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日
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31
各電力会社の運用容量修正
(1月末→4月末)

（出典）安田：送電線空容量問題、その後のその後, 京大再エネ講座コラム (2018.6.7)
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ほとんど
修正なし

かなり修正

ほとんど修正

（出典）安田：送電線空容量問題、その後のその後, 京大再エネ講座コラム (2018.6.7)



+各電力会社の利用率修正
（1月末→4月末）
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（出典）安田：送電線空容量問題、その後のその後, 京大再エネ講座コラム (2018.6.7)



+空容量改善状況 (1月末→5月末)
34

（出典）安田：送電線空容量問題、その後のその後, 京大再エネ講座コラム (2018.6.7)
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+現在行われている議論
n経産省：日本版コネクト＆マネージ

（出典）電力広域的運営推進機関:「基幹送電線の利用率の考え方
及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日

少しずつ前進
だが…？

35

13今後の系統利用拡大に向けて

� 更なる系統利用拡大に向けて、「想定潮流の合理化」「Ｎ－１電制」の導入により空容量
を拡大していく。

� さらに、年間平均利用率が２～３割程度にとどまっている送電線もあることを踏まえ、夜間
や端境期など電力潮流の少ない断面の系統利用を促す仕組み「ノンファーム型接続」の早
期導入を目指していく。

年間

ＭW

最大潮流
（想定）

空容量
運用容量

想定潮流

「N-1電制」の適用により運用容量を拡大

「想定潮流の合理化」により最大潮流想定の精度向上

「ノンファーム型接続」の
導入により系統の空容量
がより利用しやすく

（特定の送電線に流れる電力潮流と運用容量のイメージ）



+
8

（1）「直接オークション」で䛿、連系線を利用する地位又䛿権利を、「物理的送電権」として、オーク
ションにより割り当てる䛾に対し、「間接オークション」で䛿、こうした権利䛾割当てを行わず、全て
䛾連系線利用をエネルギー市場（日本でいえ䜀JEPXにおけるスポット市場）を介して行うこととす
る仕組み。

（2）具体的に䛿、現行ルールで䛿、前日10時䛾空容量だけを活用して、スポット市場取引（※）が行
われている䛾に対し、これを原則、連系線䛾全て䛾容量を対象としてスポット市場取引に割り当
てることとする仕組みと考えることができる。
（※）我が国䛾スポット市場䛿現在でも全国市場であるため、連系線䛾全て䛾容量をスポット市場取引に割り当てることが、す

なわち、間接オークションと同義となる。

（3）すなわち、現行䛾「先着優先」に基づく連系線予約䛾受付を停止する又䛿スポット取引に対して
優先的に割り当てることとすれ䜀、実質的に、間接オークションが実現。

5. 間接オークションとは

先
着
優
先
で

容
量
割
当
て

①
②
③

前日10:00䛾空容量䛾範囲内で

䛾みスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（いわば、先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全て䛾連系線容

量をスポット市場に活用

本質的議論の不在
n公平性・透明性の観点からは、
電力市場取引を通じた間接オークションの
導入が望ましいはずだが…。

n会社間連系線では導入決定。地内送電線では…？

（出典）電力広域的運営推進機関:「基幹送電線の利用率の考え方
及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日
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+再び、空容量ゼロの何が問題か？

n「再エネを主力電力に」のはずが、
入り口で入場制限？
n⇒本来、系統運用の工夫で対応できる問題が
何故か系統計画 (電源接続) の問題にすり替え

n空容量ゼロの決定方法に客観性・透明性はあるか？
n⇒透明性とは、データの開示だけでなく意思決定
の段階も客観的判断基準の設定と公開が必要。

nそもそも、なんのための入場制限か？
他の技術的・制度的解決手段はないのか？
n⇒技術的障壁はほとんどない。単に現在の運用
方法が新規技術に追いついていないだけ。
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+世界の論調

nVRE（変動性再エネ）の低いシェアにおいて (5
～10%)、電力システムの運用は、大きな技術的課
題ではない。

n現在の電力システムの柔軟性の水準を仮定すると、
技術的観点から年間発電電力量の 25～40%の
VREシェアを達成できる。

n従来の見方では、電力システムで持ち得る全ての
対策を考慮せずに、風力発電と太陽光発電を増加
させようとしてきた。この“伝統的”な考え方では、
重要な点を見落とす可能性がある。

(出典) IEA:「電力の変革」, 2014 http://www.nedo.go.jp/library/denryoku_henkaku.html
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+世界の論調２

nVREの統合についての議論は、誤解、通説、更には
誤った情報によって依然として歪められている。

nVREの統合には電力貯蔵が前提条件であるとか、
従来の発電機はVRE導入の拡大に伴い非常に大きな
コスト増を強いられるなどと主張されることが多い。

nこのような主張は、現実ではあるが、最終的には管理
可能な問題から意思決定者の注意を逸らす可能性が
あり、これを放置すれば、VREの導入を中断させる
ことにもなる。

 

The views expressed in this paper do not necessarily reflect the views or policy of the International Energy Agency 
(IEA) Secretariat or of its individual member countries. The paper does not constitute advice on any specific issue 
or situation. The IEA makes no representation or warranty, express or implied, in respect of the paper’s content 
(including its completeness or accuracy) and shall not be responsible for any use of, or reliance on, the paper. 
Comments are welcome, directed to sir@iea.org. 

本白書で示された見解は国際エネルギー機関(IEA)事務局またはその加盟国の見解や政策を必ずしも反映するものではない。
本書は、特定の問題や状況に関する助言を構成するものではない。IEAは完全性や正確性を含む本書の内容に関して明示的
または黙示的に表明または保証していないため、本書の使用または信頼性において責任を負わないものとする。ご意見は
sir@iea.org.までお願い致します。 

System Integration of 
Renewables 
An update on Best Practice 
 
 
 

再生可能エネルギーのシステム統合 
 

ベストプラクティスの最新情報 

(出典) IEA:「再生可能エネルギーのシステム統合」, 2018
http://www.nedo.go.jp/library/system_integration_of_renewables.html

40



+新規事業者 (新規技術) への
不適切なリスク転嫁の発生
n再エネの系統接続問題のほとんどは、技術的原因で
なく、市場設計や法規制などの不備・不調和による
制度的要因に帰する。

n市場設計や法規制などの不備・不調和によって、
新規市場参入者である再エネ事業者に過度なリスク
転嫁が行われている。

n再エネ事業者への過度なリスク転嫁は、経済効率性
と系統技術のイノベーションを損ない、発電コスト
を不合理に押し上げる要因となる。
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+電力系統に関する発想の転換
n日本 (従来)
n原因者負担 polluters-pay principle

n再エネの変動対策・系統増強は再エネ事業者が負担
n一見公平に見えるが、
新規参入者に対する参入障壁に？

n欧州・北米
n受益者負担 beneficiary-pay principle

n再エネの変動対策や系統増強は系統運用者の責務
nコストの社会化・最適化
n特定のセクターの利益ではなく、社会全体の便益
n系統技術のイノベーション・投資が進む

日本も受益者負担
が「原則」になり
つつあるが…

42
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(B)

(C)

(D)

(A)
一般電気
事業者

小売会社

発電会社

送配電部門 小売部門発電部門

新電力

(a) 垂直統合

発送電分離
の構造

(出典) 安田:「電力会社」はあと3年でなくなります。, 環境ビジネスオンライン, 2017年1月10日号

送配電会社発電会社 小売会社

(b) 法的分離

ホールディングス

送配電会社発電会社 小売会社

(c) 所有権分離

独立
資本関係
なし
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○ YES!
ü 公平性・被差別性
ü 客観基準と定量評価
ü 透明性

自由化市場における規制

n政府(規制機関)の役割
n公平なルールメイキング
n透明な情報開示
n外部不経済の是正
n定量的・客観的な
基準 benchmarkと
監視 monitoring

n欧州エネルギー規制機関
CEER: Bench-marking Report

nドイツネットワーク規制庁
BnetzA: Monitoring Report

× NO!
ü えこ贔屓
ü 反則技
ü 場外乱闘

(イラスト) https://www.ac-illust.com/
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ご清聴有り難うございました。
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